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環境哲学の可能性～環境問題の解決に向けて～
環境問題における意思決定と合意形成
“Konsensbildung　und　Entscheidungsprozesse　bei　Umweltproblemen”
東京工業大学　　桑子敏雄
1．大地に立ち、空を飛ぶ哲学
　わたしの環境哲学研究は、20世紀には、西洋、中国、日本の伝統思想の研究を志したが、21世紀には、
現場に立ち、自分の目で見、問題解決に加わり、その実践のなかから思想を構築することに重きを置いて
いる、
デスク・ワークとフィールド・ワークの両方の実践から総合して言えば、すなわち、思索と実践の経験か
ら言えることは、自然は絶対に保全すべきかどうかといった、一般的な議論から環境問題に対する解決策
を提示することはできないということである．そのようなことは、環境問題の解決には、益にならないど
ころか、むしろ害になるとさえ、わたしは考えているtたとえば、原理的な環境保護思想を墨守し、絶対
に葦を刈ってはならず、自然に任せなければならないというような意見に従えば、里山の保全は不可能で
あろう。なぜなら、里山は、地域の人びとが長い間にわたって、地域の共同管理空間（入会地、ローカル
コモンズ）として、自然環境が提供する資源の維持管理とそれによる地域社会の生活基盤の確保のために
管理してきたからであり、またそうした伝統的な空間管理に即した生態系が形成されてきたからである。
都市で暮らす過激な環境主義者が良好な自然環境において生業を営む人びとと対立し、紛争となるという
状況は、至るところで見ることができる・
わたし自身の哲学的思索の方向は、机上の哲学ではなく、いわば大地に立ち、空を飛ぶというスタイルで
ある，すなわち、環境の危機が叫ばれている現場におもむき、その危機のステークホルダーと議論しつつ、
問題解決を図ることによって、その空間の危機と問題解決の道筋を立てるためには、どのような思想と具
体的な実践とが必要なのかを考察する。ここで、思想とは、現場で直面する問題そのものから見えてくる
考え方の方向性であり、研究室のデスクの上で考える思想ではないし、ましてや、現場の問題から遊離し
た抽象的な原理論ではない、
　「大地に立つ」というのは、つねに現場に自分の足で立っということである，「空を飛ぶ」というのは、
問題を抱える地域には、どこへでも出向く（飛行機に乗る）という意味である。わたしがこれまで関わっ
てきたのは、佐賀県や三重県のダム建設問題、島根県や新潟県の河川改修問題、宮崎県の海岸侵食対策、
長野県や沖縄県の環境保全型の農業のあり方や地域づくりの問題などである。また、これらの事業は国の
事業であり、あるいは、なんらかの形で国の補助を受けている事業である。地域の現場に立つということ
だけでなく、環境に関する国の政策にかかわるということも重要な実践である。国±交通省、農林水産省、
環境省など、国土と環境にかかわる国の委員会などで発言し、また、行政職員の研修機関やセミナーで思
想と経験を語ることも重要な活動である、
わたし自身を例にすれば、環境問題解決の現場とは、
　①　具体的な環境保全や社会基盤整備の現場で、ステークホルダー間の話し合いの場での活動
　②行政職員の研修における講義や講演
　③国や地方自治体の委員会での発言や委員会の運営への従事
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　④　市民・市民団体、NGO↓日本では、　NPO）との協働、行政への提案
が哲学・倫理学者として、環境問題解決にかかわる具体古〕な活動である．圭た、研究者としては、
　己　哲学・倫理学、宗教学、文化人類学、建築学、士木工学等の諸学の視・無を融合し、「空間学．を構
　　　tJb＝－　rt
　　　架qb
ための研究活動を行っている　二れらの諸学の視点の融合もまた、机上二の議論や講義室・教室での議論で
はなく、地域の現場に出向き、環境にかかわる市民や行政、現地の研究者などと現場で議論を展開しつつ、
そこに見えてくる課題を掘り起こし、解決戦略を練るなかで、．一っの思想を組恥1・1てていくという方向を
とる，
　具体的な活動を経験し、そこから考えを練りEげ、それを現場に返す、というプロセスを積み上げた結
果、環境問題解決の道筋を示すためのいくつかの考えに到達した，
（1）　環境問題の解決は、地球上の地域で暮らす人びととのコミュニケーションおよび多様なステーク
　　　　ホルダーの問の合意形成なくしては実現しない、
（2）　合意形成プロセスを含む環境再生事業、環境配慮型事業は、住民・市民参加での合意形成が不可
　　　　欠である．
（3）　合意形成ブロセスを含む社会基盤整備は、プロジェクトとしてマネジメントされなければならな
　　　　い、すなわち、社会的合意形成のフロジェクト・マネジメントを必要とする，
わたしの考え方の概要は、以上の3点であるが、それぞれを具体的に実行することは相当難しい。これら
の課題を具体的な場面で解決するときの問題について論じていこうL「
わたしが提案している環境哲学は、「空間の価値構造認識」として、以下の3点を構成要素とするt．これは、
空間学の柱である，
　①　問題となっている空間の構造を把握する
　②　問題となっている空間の履歴を把握する
　③人びとの関心・懸念を把握する
　④　以上の空間の価値構造認識を実現するために、地域の人びと、行政担当者などとともに実際に現地
　　　を歩き、議論する。これを「フィールドワークショップ」と呼ぶ．t
　わたしの考えは、空間の哲学としての環境哲学であり、その視点は空間学の視点である，すなわち、空
間の構造、履歴、人びとの関心・懸念から空問のもつ価値の対立構造を分析し、またその対立・紛争の方
向を現場で歩き、議論し、合意形成を図るのである．
2．意思決定の空間とステークホルダーの合理性
　ダムの建設是非をめぐる問題、都市を流れる河川の改修問題、環境配慮型のまちづくりの問題、環境と
農業・観光をどう両立させるかという問題など、多様な問題の現場で、わたしは、関係者の話し合いの場
の設計・運営を行い、またファシリテータを務めた．こうした現場での経験をもとに、ステークホルダー
にっいての議論を整理しておくことは、環境にかかわる問題解決にとって不可欠なので、簡単に触れてお
きたい／．
　環境の問題は、しばしば多様なステークホルダー間の対立・紛争として顕在化する．ステークホルダー
とは、環境の改変にかかわる事業、その意味で環境としての空間の構造と質の改変にかかわる事業に関係
する人びと、とくに改変の主体となる人びとと改変の影響を受ける人びとのことである　空間改変の主体
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としては、行政や企業であり、その影響を受けろ側は、まず地域住民であろ　また、必ずしも影響を直接
受けるわけではないが、空間の改変そのものに強い関心をもつ人びとも存在する　事業が公共事業として
行政によって行われる場合には、その資金は税金であるから、納税都，ステークホルダーである
　さて、日本語で「住民参加」と「市民参加」とでは、若干ニュアンスが異なっている。住民とは、事業i
の影響を受ける特定空間に居住・生活し、その身体的配置から空間を知覚・評価する人ぴとである　ダム
によって水没する村の人びと、道路拡幅によって、こち退きを求められる人びとなどがもっと｛，関与度の高
い住民である
　住民は、それぞれの居住・生活空間での身体の位置から、それぞれの身体空間を知覚・評価する　たと
えば、同じ川てあっても、上流と下流、右岸と左岸では、そこに居住する人びとの関心・懸念は異なって
いる　河川では、しばしばこれが対立の原因となる　すなわち、住民の行動は、身体的配置にもとつく感
性的空間知覚に基づくので、空間改変にっいては、同じ空間の意味解釈一や評価が異なり、住民どうしで対
立・紛争の当事者となりうる一行政が当の空間でなんらかの事業を推進しようとするとき、賛成派は、行
政に実行するよう圧力をかけ、反対派は行政を批判する：，身体空間への感性的・感情的態度が基礎にある
ので、住民どうしの話し合いは行われにくく、対立は行政に対する対照的な態度として表れる一事業を推
進したい行政は、推進派を利用し、反対派をどうにか説得しようとする．
　　「市民」は、「住民」を含むこともあるが、「住民」に対比される意味での「市民」とは、かならずしも
特定の居住・生活空間から空間を知覚・評価する人びとではなく、多様な視点から空間を見る人びと、あ
るいは、特定視点にとらわれずに空間を知覚・評価する人びとである。市民は、環境配慮型の事業の主体
になることもあり、あるいは、環境破壊型の公共事業の批判者となることもある．環境重視の市民団体の
メンバーは、時として、地域住民と対立することもある。たとえば、環境再生型の河川整備などで、環境
派市民が漁業者や農業者に対して批判的な言動をとることによって、両者が対立に陥る事例も散見される。
　環境をめぐる空間改変では、住民・市民のほかに、事業の当事者である行政の担当者がステークホルダ
ーである一住民・市民が公共事業をめぐって行政と対立するのは、行政の行動原理と住民・市民の価値原
理が異なっていることに由来する。
　行政担当者とは、公共事業の主体である．行政担当者は、法制度や行政制度に定められた行為のシステ
ムやルールと矛盾したり、逸脱したりしない行為を遂行することが求められている。逸脱しないというこ
とは、たとえば、河川の担当者が河川の脇にある農地のことについて口だししない、という意味も含まれ
ているf矛盾した言動、ルールを逸脱した言動は、組織の内部から批判の対象となる。行政の制度’規則
に沿った行動を求められる人びとという意味で、かれらは、無矛盾な言動を求められている。空間の改変
を進める行政的合理性は、基本指針や基本計画、マスターブランなどにもとついて事業を進めるttこの指
針や計画が地域の住民の関心・懸念に十分応えていないときに対立・紛争が発生する。
　規則に対して無矛盾であること、また、与えられた課題を実現するために、行政内部の規範に沿う言動
のコントロールがもつ性格を「行政的合理性」と呼ぼう。
　行政的合理性にもとついて事業を推進する行政担当者は、その財源を税金から調達する．予算を決定す
るのは議会であるが、予算を組むのは、行政担当者である、また、法案や条例案をつくるのも行政担当者
なので、行政は、自らっくった法や条例に沿って事業を進める．そのために、かりに住民や一般市民から
行政手続きについて異論が出て、行政訴訟になったとしても、行政が敗れることは少ない、
　このような状況であるから、日本では三権分立が機能しているとは言い難い、ただ、行政の進める事業
が環境破壊であるとの批判から、少しずっではあるが、環境配慮型で住民・市民参加型の事業の事例がっ
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くられっっある。ただし、相変わらず、事業をめぐる対立・紛争が多く、住民参加・市民参加型の社会基
盤整備をどう進めるかということが大きな課題になっている。
　さて、住民・市民、行政担当者とならんで、重要なステークホルダーは専門家といわれる人びとである。
専門家とは、専門的な知識や技術をもつ人びとであり、これらの知識や技術にもとついて行動する人びと
である。かれらは、学問上の原理や学会の原則、あるいは認められた定説などに基づき発言する．この意
味での合理性を「学問的・技術的合理性」と呼ぼう，
　環境問題には、企業も関与する．企業は、営利を目的とする活動を行うとき、社会の定める規範を犯さ
ないかぎりで、それぞれが利益を追求する．たとえば、同じ事業を進めるにもコストが少なく、利益が大
きい事業を選択するであろう。利益を最大化するための行動の選択をするとき、そ二には、合理性が備わ
っているといわれる．これは企業的合理性である。環境改変では、廃棄物処分場の建設などで企業が主体
となるケースも存在する、ここでの問題となるのは、企業的合理性、すなわち営利の追求を実現するため
の空間改変と住民・市民の価値意識との衝突である。企業活動は、社会的ルールに反していなければ行政
はこれを不許可にすることはできないという行政的合理性によって支持される，こうした事態では、企業
の活動を認可した行政と住民・市民とが対立構造に陥ることも多い。
　環境問題における意思決定とは、住民と市民の感性的価値判断、行政的合理性、学問的・技術的合理性
および企業的合理性が競合する場である。対立・紛争を解決するための意思決定は合理的でなければなら
ないが、これらのどれか一つの意味での合理性だけをもっものであってはならない［／専門家の学問的・技
術的合理性は、行政的合理性とは必ずしも一致しないのであるが、行政は、事業を正当化するために、自
分の施策に都合のいい専門家を選んで、審議会や委員会での意思決定に関与させる。こうした専門家は、
御用学者と呼ばれ、その会議は御用会議と呼ばれる。御用会議では、行政的合理性と学問的・技術的合理
性は衝突しない。御用学者、御用会議を設置できるというのも、行政的合理性の内部に位置している。
　住民参加・市民参加とは、行政的合理性や学問的・技術的合理性、企業的合理性のような合理性だけで
は評価しきれない環境の多様な価値について、多視点、多視線によって議論する場をつくることである。
というのは、特定の合理性、とくに、行政的合理性にもとついて事業を進めることは、しばしば地域空間
の配置における感性的判断と衝突し、トラブルとなり、事業がストップすることもあるからである。わた
しの考えでは、このような感性的判断と特定の合理的判断の対立・紛争を解決するための思想と方法を提
案し、また実践することが哲学に求められている。少なくとも、地域の現場に呼ばれるとき、わたしに求
められているのは、こうした複雑な状況における問題解決のための考え方の提示と実践的活動である。こ
うした思想と活動は、「社会的合意形成のプロジェクト・マネジメント」の思想と実践と呼ぶことができる。
3、社会的合意形成のプロジェクト・マネジメント
　環境配慮型の公共事業、あるいは、環境保全・環境再生をめざす公共事業のあるべき方向はどのような
ものであろうカ㌔この点について、わたしの携わった三っの事業を具体例に紹介してみよう。第一は、島
根県の斐伊川水系大橋川周辺まちづくり計画策定事業、第二は、新潟県佐渡島天王川自然再生事業、第三
は、宮崎県宮崎海岸侵食対策事業である。これらは、どれも行政主体の事業であるが、同時に、地域住民・
一般市民および専門家を重要なステークホルダーとして、その合意形成を図りつつ、環境保全、環境再生
をどう実現するかということを課題としている，：
　2005年11月から2009年3月にかけて実施された大橋川周辺まちづくり基本方針・基本計画の策定事業
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は、っぎのような仕組みで進められた。事業主体は、国土交通省出雲河川事務所、島根県および松江市の
行政三者である．行政三者は、基本方針と基本計画策定の中心的な組織として、「大橋川周辺まちづくり検
討委員会」を設置した．ここには、市民の代表と専門家が委員として参加し、大橋川改修、すなわち、大
橋川の拡幅、築堤、竣諜i、および、それに伴う橋の架け替え、区画整理等を含む周辺整備について議論を
行い、これを二っの文書にまとめる作業を行った。大橋川周辺まちづくりは、治水を中心とするが、松江
市の構造に大きな変化をもたらす事業であり、景観と環境への配慮、まちの活卜生化という四つの課題をど
う調和させるかということが課題であった。こうした課題を解決するために、大橋川まちづくり検討委員
会、景観専門委員会、環境検討委員会、および治水技術懇談会等の組織が設置された。また、地域住民お
よび…般市民の意見を計画に反映させるための地域説明会および市民意見交換会が開催された。わたしが
果たした役割は、⑦検討委員会の委員、②委員会でのワークショッフ型議論の進行役、③委員会での議論
を「大橋川周辺まちづくり基本方針」としてまとめ、またこの基本方針を「基本計画」としてまとめるた
めの作業部会長、④「基本方針」「基本計画」に対し、住民・市民の意見を反映させるための市民意見交換
会の進行役、⑤こうした合意形成全体のマネジメントに対するアドバイザー、などであるL．
　3年半近くの作業を通じて、わたしが経験した重要な点は、市民参加型の社会基盤整備での合意形成は、
けっして単純な「市民対行政」の合意形成ではないということである。地域の空問を改変する事業には、
市民の間にも意見に大きな違いがある。たとえば、川の近くに住んでいても、洪水の被害を受けた人びと
は、洪水対策の実施を望んでいるのに対し、観光関係の事業を営む人びとは、改修工事の影響に強い懸念
を示していた。他方、一部市民からは、洪水を許容するようなまちづくりの必要性を主張する意見が出た。
また、治水目的の事業に対し、景観への影響や汽水域である大橋川の環境および産業（しじみ漁業）に対
する懸念も強かった。こうした環境への影響を危惧する意見は、大学の専門家や環境に懸念を抱く市民団
体からも提出された．
　他方、行政三者は、それぞれの行政組織の手続きやあるいは予算の枠組み等の制約から、それらの制約
に沿って事業を進めたいという意向があり（行政的合理性）、行政機関内部および行政機関どうしの合意形
成が重要なポイントであった．，とくに、市民から出される代替案や批判的意見には、行政の一組織だけで
は対応できない問題も含まれていて、集中的な議論を行う必要があった。行政機関の間の合意形成は、そ
れぞれの行政的合理性の制約条件のもとでの作業なので、多くの困難を伴っている。
　大橋川周辺まちづくりでは、検討委員会に専門家が基本方針をつくるために意見を出し、これを具体化
する基本計画づくりでは、作業部会で行政担当者とともに、基本方針を具体化するための専門的な議論を
行った。
　作業部会の内容は、途中経過も含めて検討委員会に報告し、また、重要な提案においては、市民意見交
換会を開催して、一般市民からの意見を反映させるしくみとした。また、地域住民の意見は、行政担当者
が検討委員会での議論を地域説明会に出向き、説明を繰り返した。作業部会では、地域住民・一般市民の
地域空間に対する関心・懸念の把握につとめ、とくに危惧している点については、十分に検討し、これを
解決する方針を採用した。また、市民から出されたすべての意見には、行政が責任ある回答を示し、また、
委員会は、それらの意見を基本方針、基本計画に反映させる手続きを取った。すなわち、住民・市民と行
政と専門家の意見のなかの対立点を把握し、一つひとっの疑問や懸念に対し、きちんと対応するようなフ
ロセスを取った。
　できあがった基本方針および基本計画では、治水、景観、環境、まちづくりという四つの要素を調和、
包括する観点を盛り込むことに成功し、また委員会委員および住民・市民のおおかたの合意が成立した．
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　ただし、どのような形で合意が成立したかを明示することは難しい，というのは、事業に対する批判的
態度をもっていた人びとが明確な意思表示をして事業に同意するということにはならなかったからである
反対意見が沈静化し、あるいは、厳しく批判していた人びとが開かれた話し合いの場に出席しなくなる、
というのが実情であった　すなわち、反対意見が提出されなくなったというのが合意の達成を示すつの
判断根拠であった
　つぎに、2008年3月に始まった天王川水辺づくり座談会にっいて述べよう　わたしの役割は、①事業全
体についてのアドバイザー、②座談会の進行役、③専門家の組織であるアドバイザリー会議での、座談会
の意見の報告役である　天王川再生での体制については、第六回座談会で確認された「水辺づくり座談会
のルール」が明確に示している，
　1，座談会の議論と合意にもとついて県は事業を進めます
　2．座談会は、だれもが自由に参加し、発言できる話し合いの場です
　3．座談会では、地域の将来を、みんなで建設的に話し合います
　4。地域の幅広い意見を聴き、その意見を座談会の議論に反映させます
　5．専門家から専門的なアドバイスを受け、座談会の議論に反映させます
天王川水辺づくりの体制は、事業者である新潟県が水辺づくり座談会およびアドバイザー会議を設置し、
座談会出席の市民および専門家の意見に従って事業を決定・推進するという形をとっているt／事業の重要
な部分は、だれでも参加可能な、すなわち、開かれた話し合いの場である水辺づくり座談会の議論と合意
にもとついて決定される。事業主体である新潟県はこれに沿って事業を推進する、、ただ、水辺づくり座談
会に出席するのは、一般市民であるから、法的・行政的制約や技術的可能性についての知識は必ずしも備
わっているわけではない、そこで、行政のほうから情報提供を必ず行う。とくに技術的可能性については、
専門家の会議であるアドバイザリー会議によって検討され、その内容が座談会の議論に提供されるr
　話し合いの進行役として痛切に感じたことは、天王川の事業では、天王川の自然再生であり、環境破壊
型の事業ではないので、住民・市民からの異論は少ないのではないかと思っていたが、二れが誤りであっ
たということであるttまず中流部での再生工事によって土砂の流出が発生し、天王川の注ぐ加茂湖の汚濁
の原因となるのではないかという、加茂湖漁協の人びとの懸念が顕在化した。事業主体である新潟県と加
茂湖漁協とは長年の公共事業をめぐる対立から相互の信頼関係が失われていた状況にあったので、関係の
構築はきわめて難しいのではないかと予想された。この問題は、関係者の努力によって、河川区域である
天王川と河川区域でない加茂湖を包括的に再生するための話し合いと研究の場（加茂湖水系再生研究所）
の設立によって解決した．具体的な整備としては、天王川の土砂流出を食い止めるための内湖を天王川河
口に設置するという案が検討されい、座談会での合意を得た。
　ところが、実際に工事計画を図面にする段階で、天王川下流の住民から、内湖および周辺整備について
は、洪水のリスクが高くなるのではないかという懸念が表面化し、その解決案をめぐって議論が一次紛糾
した．自然再生事業は、洪水のリスクを大きくする事業ではないかという懸念は、治水か環境かという二
者択一的な事業展開を行ってきた従来の公共事業の論理に沿った異論でもあった、この点を解決するため
の議論が行われ、内湖の形成については合意が成立し、現在その設計に入っている．
　天王川の事業で認識した点は、河川は利害対立の縮図だということである。同じ河川であっても、上下
流、右岸・左岸に住む人びとでは、空間に対する認識、とくに居住・生活空間としての身体空間での認識
が異なり、ときに対立する。また、同じ下流域であっても、河岸段丘の上に居住する人びとと下に居住す
る人びとでぱ、河川のリスクに対する感覚が異なっている、こうした空間認識の違いは、事業を推進する
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過程で顕在化するのである、すなわち、臼然再生という大目標については、だれもが賛成の態度をとるが、
具体的な設計段階に入ってくると、その影響にズすする懸念で地域差が顕在化する・すなわち、各論反対の
議論が出てくるのである
　自然再生であっても、最終目標に達するための合意形成プロセスは、多くの小さな合意の積み重ねによ
ってはじめて実現するということが分かる、小さな合意の必要性は、逆に言えば、多くの対立や紛争の可
能性を克服する忍耐強い作業が求められるということである。対立や紛争は事業の開始当初から明らかに
なっているわけではない　むしろ、一つの問題解決があり、そこから新たな課題が浮かびあがってくる、
ということである，これらのリスクを当初から予測する努力を払いながら、予測できない事態に対応でき
る態勢も整えつつ、つねに柔軟な対応を維持することによって初めて事業は円滑に進むということである、
　第三の事例は、宮崎海岸侵食対策事業である，宮崎市の大淀川河口から北に7キnメートルほど続く砂
浜の海岸は近年著しく後退している、これを事業主体は、「侵食対策事業」と称しているのであるが、その
原因は、厳密には特定されていないものの、ダムの建設等による土砂の供給不足と海岸構造物の建設によ
る沿岸流の変化であると考えられている，つまり、十木構造物の建設という人為的原因が海岸後退の原因
と考えられているのであるが、行政的には、波が海岸を「侵食している」という表現をとっているt．この
ような海岸の危機をどう克服するかということが「宮崎海岸侵食対策事業」であるt．／県の海岸保全対策事
業を国が直轄化し、2008年から事業を新たな枠組みで開始した、tわたしは、この事業にプロジェクト・ア
ドバイザーとして参加している。すなわち、事業をプロジェクトとしてマネジメントするための体制を宮
崎河川国道事務所の海岸課とともに構築することが私の役割であった．
　ほぼ一年にわたる作業の結果、宮崎海岸プロジェクト・チームは、事業の推進体制をつぎのように決定
した。すなわち、宮崎海岸トライアングルと宮崎海岸ステップアッフサイクルの体制構築である．
　トライアングルは、事業主体、市民と専門家の役割を三角形で図示した。
　　　行政・市民・奪門家、三者一体となって考える
　　　　　　　　　〔事業主体］牛吻　●鱒■
／
｛宮崎海岸幽彊所】
（海岸よるず相蝋所）
　t’t　ぷかもゆ　ゑセいシが　タお　がる
　ぽQ響
　　　　　　　　爾憤随揚
　　　　　　　　コーディ亭rタ
　　【市民】
曽宮婿鱒灘灘昆襲恒漸
｛広く灘かれた蘭論の塔ダ
樽門家》
°Q食蝋㎜員★”
また、ステップアップサイクルは、自然現象に対する事業手続きを示すものである。自然現象の複雑さと
社会環境・自然環境の変化に対する未来予測の不確実性を踏まえ、どのような方法をとればよいかを検討・
実施し、その方法の効果を確認しながら、修正・改善を加えて、対策を着実に進めるというプロセスを示
す．
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　トライアングルとステップアップサイクルという二本柱を構築する上で、関係者の役割を明確にした点
もプロジェクトの特色である、
関係者とは、事業主体である国、県や市などの関係機関、国の設置する委員会、一般市民、地域住民など
である，そのうち、重要なのは、事業主体、専門家、市民である，それぞれに求められた役割では、事業
主体は、市民からの多様な意見を反映した案（複数）を専門家に提示し、検討を依頼する．また、専門家
からの助言をもとに、責任ある意思決定をする．専門家は、事業主体からの案に対して、事業主体に技術
的・専門的な立場から助言する。市民は、お互いを理解・尊重しながら多様な意見を出し合い議論を深め
る。市民連携コーディネータは、市民からの多様な意見を取りまとめ、事業主体に伝える一また、事業主
体が専門家に正確に伝えているか、専門家がきちんと検討しているか中立・公正な立場からチェックする：／
　それぞれの役割を実現するために設置されたのは、開かれた議論と合意の場である宮崎海岸市民談義所
である．その役割は、
①　多様な意見をお互いに認識し、知識・情報を共有する
②　市民と行政のコミュニケーションを充実する
③市民がお互いに納得できる、手段を含めた方向性を見いだす
の3点である。もちろん、市民は、専門的知識をもっているとは限らないので、専門家の委員会での議論
を踏まえる必要がある‘専門家と事業主体と談義所の情報の共有とコミュニケーションの円滑化を図るの
が市民連携コーディネータである．／
　2008年9月から2009年3月にかけて、それ以前の体制を引き継ぎつつ発展させて、トライアングル体
制を構築し、4月からこの体制で議論を積み重ね、具体的な事業展開を進めている、当初、危惧される対
立構造が存在したが、プロジェクトのマネジメント体制の構築により、市民、専門家と事業主体である行
政（国土交通省宮崎河川国道事務所）の三者の信頼関係は醸成されっつある。また、一般市民と必ずしも
利害が一致していない地域住民には、宮崎海岸出張所（「宮崎海岸よろず相談所」）が対応し、地域住民へ
の事業説明会やこどもたちの勉強会、あるいは、市民を中心とする海岸の維持管理をする組織の支援など
の事業を行っている，
　宮崎海岸での経験は、行政、専門家、市民と住民の間のコミュニケーション・マネジメントがいかに重
要かということであるt．ステークホルダー相互の誤解をなくし、情報をしっかり共有するためにも、情報
の伝達体制を明確にすることが必要である。
　三つの事業について説明してきたが、これらの経験から言えることは、ステークホルダー相互の関心・
懸念をしっかりと把握すること、それぞれには、意見の根拠が存在すること、住民には、身体的居住・生
活空間での空間知覚とそこでの体験が意見形成に大きな役割を果たしていること、行政担当者の言動の背
後には行政的合理性、専門家の発言の根拠には学問的・技術的合理性が存在していることなどが挙げられ
る，ただし、行政担当者や専門家にも個人的体験の蓄積があり、人びととのコミュニケーション能力や問
題解決能力に差があることなどを考慮しなければならない。事業を円滑に進めるためには、これらにっい
て見落としがないようにしなければならない。
4．意思決定と合意形成の合理性
環境の問題は、環境と人間の問題というよりも、人間どうしの問題であるcいい環境を実現したいとい
う共通の願望は、しばしば多様な人びとが思い描く抽象的な願望である．いい環境とは何か、それをどう
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実現するかということを現実的な問題として捉え、これを解決するためには、対する多様なステークホル
ダーが対立を回避し、またお互いに納得できる意思決定、すなわち、多様な意見の対立を克服することに
よる合意の形成を実現しなければならない。環境問題の解決とは、抽象的な目標を現場の具体的な問題解
決のプロセスで実現するプロセス、すなわち、人びとの話し合いと合意形成による意思決定の問題なので
ある。
　すでに述べたように、抽象的な（すなわち一般的に表現される）環境保全や環境再生というテーマにつ
いて人びとの共感を得るのはそれほど難しいことではない，しかし、抽象的に表現される自然保護や自然
再生も、解釈する人びとの間では大きな意見の違いが生じる．なぜならば、目指すべき具体的な目標につ
いても、あるいは、目標実現のプロセスについても、人びとは自分の置かれた場所や地位の制約を受ける
からである，地域住民は、身体的居住・生活空間で自己の視点と視線から空間の解釈を行い、意見を形成
する。行政担当者は、行政的な手続きやその前提となる法や条例、さまざまな規則やガイドラインに沿っ
て事業を進める。河川整備でも治水を主とする部局と河川環境配慮を主とする部局が異なる場合には、そ
れぞれ異なった言動の原則によって行動を制御する：，そこには、それぞれの職務上の合理性が存在してい
る。行政担当者は組織と規則に拘束されているから、組織や行動様式のタテワリ・ナワバリを打破するの
は、トップで行うか、ボトムで行うかのいずれかである。新潟県佐渡島の天王川の事業では、市民、研究
者、行政の合意にもとついて設立された加茂湖水系再生研究所がボトムに位置しながら、ステークホルダ
ー間の合意形成と意思決定の促進に努めている。
　すでに述べたように、環境配慮、環境保全、環境再生型の事業の推進で必要なのは、抽象的・一般的な
目標を具体化する過程でその都度顕在化する多様なステークホルダー間の意見の対立を克服するプロセス
の構築である。すなわち、社会的合意形成プロセスをプロジェクトとして組み立て、これをマネジメント
することである。
　社会的合意形成のプロジェクト推進でもっとも大切な点は、多様なステークホルダー間のコミュニケー
ションの促進である。コミュニケーションが機能不全になるとプロジェクトは停滞し、プロジェクト・チ
ームは、その対策に時間を費やすことになる。コミュニケーションも含めて、プロジェクトの時間管理が
重要な課題の一つである，時間のマネジメントは、長期的、中期的なプロジェクトのマネジメントから短
期的な課題についても、さらには、2時間から3時間の話し合いの時間管理にっいても視野に置かなけれ
ばならない．なぜなら、環境をめぐる対立では、環境に対する配慮が叫ばれるよりもずっと以前につくら
れたダム建設計画などについても議論しなければならないからである．：計画が発表されて以来、プロジェ
クトがきちんとマネジメントされずに放置されていたような例も多く、多くの人びとが高齢化したり、地
域から離れたりして、状況が根幹から変化してしまったようなケースも多い．行政的合理性は、こうした
人びとや地域の変化を無視して事業を進めようとするt／特殊な状況に配慮することは、行政的合理性のう
ちに含まれないか、含まれていても、担当者の柔軟性の欠如によって難しい。
　環境にかかわるマネジメントに関わろうとするとき、そこに実現されるべき合理性とはいったいどのよ
うなものであろうか。フnジェクトのアドバイザーや市民連携コーディネーター、話し合いの進行役は、
どのような目標をどのように達成すべきなのだろうか。目指すべき価値は、ステークホルダーの間の満足
や納得である．cしかも、この満足や納得は、長い時間をかければよいというものではない。何十年もかけ
た話し合いでは、多くの住民や市民は高齢化する、これに対し、行政担当者は、異動を繰り返し、後任が
前任者を引き継いでいく。さらに、専門家も行政担当者から依頼されるので、交代することも多い。トラ
ブルのあるところでは、住民や市民だけが当事者として長い時間、議論に関わっている。しかも、かれら
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は、仕事でそれらの話し合いに加わるわけではない　行政担当者は、それと対照的に仕事として、すなわ
ち、給料を得ながら、仕事として従事するのである．また、専門家は、相応の報酬のもとで議論に参加す
る。こうして、ステークホルダーは、それぞれの立場や職業の違いに応じて、さまざまな理由から意見を
形成し、発言する、プロジェクト・アドバイザーの仕事は、こうした複雑な状況の全体像を把握しっっ、
ステークホルダーの間で納得する解決策を創造できるようなプロジェクトのしくみをつくることである
　社会的合意形成のプロジェクト・マネジメントの哲学は、こうして対立する意見を知的資源として、話
し合いを通じて新たな解決策を創り出す、という創造的な作業のための思想と技術である、この思想と技
術の実現のためには、環境と人間に対する深い洞察と創造的な思考が求められる，合意形成の合理性とは、
創造的合理性、対立を総合へともたらす合理性である
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